
受託研究申込書

　　年　　月　　日
国立大学法人東京大学
【部局長名】　　　殿
	住　　所
	〒


	民間機関等名
	印


	代表者名
	







下記のとおり受託研究の申込みをします。なお、貴学より提示されたリーフレット「東京大学における　共同研究・受託研究・学術指導の受入にあたって」の内容は確認し、承知しております。
記

希望する研究代表者：

研究題目：

民間機関等事務担当者名・連絡先
	事務担当者名・所属部署
	

	連絡先
(電話・FAX・Eメール等)
	



確認事項
※①～③について別紙を確認し、リストから選択してください。
①民間機関等区分（別紙参照）：アイテムを選択してください。
②業種別区分（別紙参照）：アイテムを選択してください。
③研究分野（別紙参照）：８分野：アイテムを選択してください。　
３分野：アイテムを選択してください。
※以下の④⑤を確認し、チェック（☑）を入れてください
④ ☐当社（当法人）は、暴力団その他の反社会的勢力に該当せず、また、反社会的勢力による経営支配若しくは経営への関与を受けておらず、反社会的勢力に対する資金提供、便宜供与その他一切の関係を有しないことを誓約します。
⑤ 本申込みに基づく契約上の義務を履行するために必要な支払能力を有していることを誓約します。なお、研究経費は以下のいずれかの方法で支払います。
☐総額一括払　　　☐年度内分割払　　　☐年度毎分割払（研究期間が複数年度にわたる場合）


研究内容等
	1．甲
	国立大学法人東京大学

	 2．乙
	

	 3．研究題目
	

	 4．研究目的
	

	 5．研究内容
	

	 6．研究担当者
	氏名
	所属部局・職名

	
	


	（研究代表者）



	 7．研究スケジュール
	


	 8．研究実施場所
	


	 9．研究期間
	　　年　 月　 日　から　　　　　年   月   日　まで

	10．研究費の負担
（消費税額及び地方消費税額を含む。）
	研　究　費
	直接経費
	円

	
	
	研究支援経費
	円

	11．施設及び設備の
提供
	区分
	施設の名称
	設   備

	
	
	
	名  称
	規 格
	数量

	
	甲
	
	
	
	

	
	乙
	
	
	
	


※上記内容は本学が提示する受託研究契約書の契約項目表に反映いたします。

※研究経費の支払について「年度内分割払」「年度毎分割払」を選択した場合、支払計画を記載してください。
(例)2026年10月：2,000,000円　2027年4月：3,000,000円

















別紙
【補足説明】
●①民間機関等区分については、以下を参照の上、選択してください。
	大企業
	中小企業を除く、従業員数2,000人超の企業

	中堅企業
	中小企業を除く、従業員数2,000人以下の企業

	中小企業
	中小企業基本法に基づく中小企業者

	国
	省庁、国立研究機関（国立研究開発法人は除く）

	地方自治体
	公設試験研究機関を含む。

	独立行政法人
	地方独立行政法人（公立大学法人は除く）を含む

	公益法人等
	「法人税法別表第二　公益法人等の表」に記載がある法人（大学は除く）

	その他
	国公私立大学、大学共同利用機関法人、NPO、非営利型法人に該当しない一般社団法人／一般財団法人等


●②業種別区分は「総務省「日本標準産業分類」令和5年7月告示 分類項目表」(https://www.soumu.go.jp/main_content/000890407.pdf)を参照の上、主たる業種を選択してください。 
●③研究分野は「総務省統計局「科学技術研究調査」」の「特定目的別研究費」における研究分野を指します。同調査への回答に使用いたしますので、本共同研究について、以下の【８分野】、【３分野】それぞれについて該当する研究分野を選択してください。該当が無い場合は「該当なし」を選択してください。
【8分野】
	ライフサイエンス分野
	生命現象・生物機能を解明する基礎的研究から、実験生物、保健・医療に関する研究、環境保全、生物の工業利用、食料資源の開発、生物によるエネルギー開発など、生命科学に係る研究を幅広くとらえていいます。また、生命倫理や法制度など関連する人文・社会科学的な研究も含みます。

	情報通信分野
	集積回路や電子機器材料などハードウェアに関する研究開発、データ通信技術やソフトウェア（OS 等システムプログラムのみでなく、アプリケーションも含む。）に関する設計開発のほか、画像処理、暗号・認証技術や遠隔医療診断など情報処理技術の利用法に関する研究、ネットワーク高度化技術の研究、高度コンピューティング技術の研究、ヒューマンインターフェース技術の研究などをいいます。

	環境分野
	自然環境保護、環境汚染対策を目的とする自然科学的研究のほか、環境税制、都市計画、社会制度（ゴミの回収等）など環境問題に関連する人文・社会科学的な研究も含みます。いわゆる省エネに関する技術も広く含めます。

	物質・材料分野
	情報通信や医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造及び形状の解明・制御や、表面、界面等の制御等の物質・材料技術、及び省エネルギー・リサイクル・省資源に応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材料技術、並びに安全な生活空間を保障するための安全空間創成材料技術等に関する研究をいいます。

	ナノテクノロジー分野
	ナノ（10 億分の１）メートルのオーダーで原子・分子を操作・制御すること等により、ナノサイズ特有の物質物性等を利用した新しい機能を発現させる研究等をいいます。具体的には、ナノレベルで物質構造等を制御することで、超高強度化、超軽量化、超高効率発光等の革新的機能を有するナノ物質・材料、超微細化技術や量子効果の活用等により、次世代の超高速通信、超高速情報処理を実現するナノ情報デバイス、体内の患部に極小のシステムを直接送達し、診断・治療する医療技術、様々な生物現象をナノメートルレベルで観察し、そのメカニズムを活用し制御するナノバイオロジーなどの研究開発をいいます。

	エネルギー分野
	化石燃料、地熱・太陽・風力・海洋・生物等の自然、原子力などエネルギー源の開発に関する研究（特殊な材料など周辺技術も含みます。）と、エネルギー消費の効率化（いわゆる省エネ）に関する研究をいいます。また、炭素税などエネルギー問題に関連する人文・社会科学的な研究も含みます。

	宇宙開発分野
	衛星搭載機器、宇宙用耐熱材料、衛星通信、衛星写真の解析による資源探査など、宇宙空間の利用に関係する研究を幅広くいいます。ただし、天体観測や宇宙線の観測など、天文学に属する学術的な研究は含みません。

	海洋開発分野
	魚介類の養殖、海洋生物資源の調査計測、海底油田探査技術、海水からの金属抽出、潮汐発電など、海洋を利用することを目的とする研究を幅広く含めていいます。ただし、船舶など海上輸送機器の設計開発は除きます。


【３分野】
	ＡＩ分野
	人工知能を構成する上で必要となる基盤的研究から、社会実装に必要なＡＩシステム化技術及び関連デバイス技術に関する研究開発、さまざまな産業及び経済活動分野へのＡＩ実装技術の研究開発やＡＩに係る倫理・法制度など、ＡＩ科学技術に係る幅広い研究をいいます。

	バイオテクノロジー分野
	知識、商品及びサービスを生産するために、生体材料又は非生体材料を変更するための、生体並びにその一部、産物及びモデルへの科学技術の適用に関する研究をいいます。

	量子技術分野
	量子に関する科学及びそれを応用する技術に関する基盤的研究から、実用化・事業化に向けた研究開発のほか、これを支える周辺技術に関する研究開発など、量子技術に係る幅広い研究をいいます。




